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　　　　　　　　　　　　　　　　 文責：　田辺 州雄
ILO / UNESCO「教員の地位 に関する 勧告」 （教員の地位勧告）　
（Recommendation concerning the Status of Teachers 1966）
　　
「日の丸・君が代」強制 関連 項目の 抜粋 （原文は、前文と13章146項）
現在、東京都の石原知事らにより進められている教育政策…「10.23通達」による「日の丸・君が代」強制…（以下、「日の君」強制）は、国粋主義教育を全体主義的に強制するものであり、その内容と手段において違憲違法であり教育の条理にも悖るものです。

この不法な教育政策の「強制者」（石原都知事ら）を刑事告訴告発した私たちの闘いは、2007年4月23日の最高裁による「付審判請求・特別抗告」の「棄却」決定で、不当にも、石原ら「不起訴」（罪とならず）となり、一応の司法決着がつけられてしまいました。

しかし、この教育政策（「日の君」強制）は、以下の点で、教員の処遇に関する国際基準であるところのILO/UNESCO「教員の地位勧告」に違反しており、この点からも「日の君」強制の不当性、反動性を糾弾することが出来ます。
「日の君」強制 政策 の「教員の地位勧告」上の違反点
Ⅰ　政策「理念」の反動性　　　　…（「教員の地位勧告」の理念を蹂躙）
  　　　　　　Ⅱ  政策「決定」の権力性　　　　　 …（教員や研究団体の関与を排除）
　　　        Ⅲ  給与に関わる「勤務評定」の不当性　　　　 …（教員の関与を排除）　　　　　　
　　        　Ⅳ　懲戒処分に関わる「評価基準」等の不当性　 …（教員の関与を排除）　　　　　　
それぞれの点について、該当する「教員の地位勧告」（「勧告」）上の該当項目を挙げます。
（※ 太字、下線は引用者による）
…　　　　…　　　　…　　　　…　　　　…

Ⅰ 政策「理念」の 反動性　
「10.23通達」を根拠に「日の丸・君が代」への一方的な尊崇表出形態を強制する都教委の教育政策の内容は、憲法19条（思想及び良心の自由）を蹂躙し、99条（憲法尊重擁護の義務）を無視する石原都知事らが、「職権を濫用」して配下教職員に「脅迫」、「強要」することで実現させている違憲違法な「刑事犯罪」そのものであることは明白です。
更に加えて、この「日の君」強制政策は、教育の場に権力による国家主義を持ち込むことで戦後民主主義や国際平和に少なからぬ脅威を与えるばかりでなく、異議を唱える教員や研究団体、文化団体等、国民の意見に全く耳を貸さず公教育における民主性を否定しています。
また、教育における理解と寛容の条理を毀損し教員への強制や政治的差別・弾圧を行うことで人権や基本的自由を蹂躙し、そうしたことで教員の果たすべき役割を希薄化し教員の権威を蔑ろにし、また、市民的権利の行使をも剥奪し権力への従属化を図ることで、「勧告」に謳う「教育の目的」や「教員の地位」の主旨を妨げています。
「教員の地位勧告」
【前文】　～教育の進歩における教員の不可欠な役割、ならびに人間の開発および現代社会の発展への彼らの貢献の重要性を認識し、教員がこの役割にふさわしい地位を享受することを保障することに関心を持ち～以下の勧告を採択した。
３項  教育は、その最初の学年から、人権および基本的自由に対する深い尊敬をうえつけることを目的とすると同時に、人間個性の全面的発達および共同社会の精神的、道徳的、社会的、文化的ならびに経済的な発展を目的とするものでなければならない。これらの諸価値の範囲の中でもっとも重要なものは、教育が平和の為に貢献をすることおよびすべての国民の間の、そして人種的、宗教的集団相互の間の理解と寛容と友情にたいして貢献することである。
５項　教員の地位は、教育の目的、目標に照らして評価される教育の必要性にみあったものでなければならない。教育の目的、目標を完全に実現する上で、教員の正当な地位および教育職に対する正当な社会的尊敬が、大きな重要性をもっているということが認識されなければならない。
７項　教員の養成および雇用のすべての面にわたって、人種、皮膚の色、性別、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件にもとづくいかなる形態の差別も行なわれてはならない。
10項 それぞれの国で必要に応じて、人的その他のあらゆる資源を利用して「指導的諸原則」（3～9項）に合致した包括的な教育政策を作成すべく適切な措置がとられなければならない。その場合、権限ある当局は以下の諸原則および諸目的が教員に与える影響を考慮しなければならない。
（b）あらゆる教育施設は、すべての人々がその権利を享受しうるように平等に利用されなければならず、性、人種、皮膚の色、宗教、政治的見解、国籍または門地もしくは経済的条件の故に差別が行なわれてはならない。
（e）教育は、継続的過程であるから、教育事業の各種部門は、すべての生徒に対する教育の質を向上させると同時に、教員の地位を高めるよう調整されなければならない。

（h）教育においては、長期および短期の計画と課程編成が必要である。共同社会に今日の生徒をうまく組み入れることは、現在の要請というより、むしろ将来の必要によるのである。
（k）教育政策とその明確な目標を決定するためには、文化団体、研究、調査機関はもちろんのこと、関係当局、教員団体、雇用主と労働者、および父母等の各組織のあいだで、緊密な協力が行なわれなければならない。
79項　教員の社会的および公的生活への参加は、教員の人間的発達における利益、教育事業の利益および社会全体の利益という観点から、奨励されなければならない。
80項　教員は市民が一般に享受する一切の市民的権利を自由に行使すべきであり、かつ、公職につく権利をもたなければならない。
Ⅱ　政策「決定」の 権力性
教員は、学問上の自由をもつ専門職であり教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきです。そして、こうした教育政策の決定に関与すべき勢力であるにもかかわらず、本件でも全く排除されています。
また、当局は、教育に関わる研究成果を採り入れるためのあらゆる努力を求められているにも拘わらず、「日の君」強制に異議を唱える教員の勧告を正当に重視することもなく、この政策の強行に疑念を表明する教員団体、教育研究団体、弁護士会等の意見をことごとく無視して本件「日の君」強制政策を権力的に進めています。
また、都教委は、石原都知事をはじめ殆ど教職経験のない教育委員や幹部職員等で占められており、そこでの「政策決定」に専門職としての教員や、教員団体、教育研究機関等の意見は殆ど反映されていません。また、都教委の教員管理は、教員を励まし援助するものとはなっておらず、政策へ権力的に従属させる管理が優先し教員の自由、創造性、責任感をそこなうものです。また、教員と健全な関係を保つよう努力する姿勢もありません。
「教員の地位勧告」
６項　教育の仕事は専門職とみなされるべきである。この職業は厳しい、継続的な研究を経て獲得され、維持される専門的知識および特別な技術を教員に要求する公共的業務の一種である。また、責任をもたされた生徒の教育および福祉に対して、個人的および共同の責任感を要求するものである。
８項　教員の労働条件は、効果的な学習を最もよく促進し、教員がその職業的任務に専念することができるものでなければならない。
９項　教員団体は、教育の進歩に大いに寄与しうるものであり、したがって教育政策の決定に関与すべき勢力として認められなければならない。
35項　学校当局は、教科および教授法に関する研究成果をとりいれられるようにするため、あらゆる努力を払わなければならない。
43項　督学官および教育行政官、教育管理者あるいはその他特別責任を持つ部署など、教育に責任をもつ部署はできる限り広く経験豊かな教員に与えられなければならない。
61項　教育職は専門職としての職務の遂行にあたって学問上の自由を享受すべきである。教員は生徒に最も適した教材および方法を判断するための格別の資格を認められたものであるから、承認された計画の枠内で、教育当局の援助を受けて教材の選択と採用、教科書の選択、教育方法の採用などについて不可欠な役割を与えられるべきである。
63項　一切の視学、あるいは監督制度は、教員がその職業上の任務を果たすのを励まし、援助するように計画されるものでなければならず、教員の自由、創造性、責任感をそこなうようなものであってはならない。
66項　当局は、各種の課程および多様な継続教育への個々の生徒の適合性に関する教員の勧告を、正当に重視しなければならない。
70項　すべての教員は、専門職としての地位が教員自身に大きくかかっていることを認識し、そのすべての専門職活動のなかで最高の水準を達成するよう努力しなければならない。
75項　教員がその責任を果たすことができるようにするため、当局は教育政策、学校機構、　　および教育活動の新しい発展等の問題について教員団体との間に承認された協議手段を確立し、かつ、定期的にこれを運用しなければならない。
77項　当局は、一つの学校またはより広い範囲にわたり、同一教科担任教員の協力を促進することを企図する研究会の設立とその活動を容易にすべきであり、この種の研究会の意見や提案はこれを正当に考慮しなければならない。
78項　教育事業の各方面に責任をもつ行政職員およびその他の職員は、教員と健全な関係を保つよう努力すべきであり、また、教員の側もこれら職員に対して同様でなければならない。
Ⅲ  給与に関わる「勤務評定」の 不当性
　　　　
雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとってだけでなく教育の利益のためにも不可欠であるから、あくまでも保護されるべきである。その勤務評価は客観的でなければならず、評価に異存がある場合は異議を申し立てる権利をもたなければならない。また、いかなる勤務評定制度も、関係教員団体との事前協議およびその承認なしに採用し、あるいは適用されてはならない。と、「勧告」は、明確に定めています。
しかしながら、この「日の君」強制は、従わない教員を「職務命令」違反として「懲戒処分」し、懲戒処分されたことを「勤務評定」することにより、段階別給与、昇任昇給（降格）、分掌人事、異動、嘱託採用（不採用）等、教員生活に重大な影響を与える決定をしています。しかも、その評価基準は恣意的であり不明朗です。

また、この「日の君」強制は、「給与の変更」をもたらす点において「特定の勤務形態」を強制する「労働条件」であり、その労働条件における「勤務評価」の基準作りには教員（団体）が関与すべきものであるにも拘わらず、当局は教員（団体）との事前協議や承認等の関与を排除しているばかりか、「勤務評価」に対する異議申し立て機関の存在も不明確です。
「教員の地位勧告」
45項　教職における雇用の安定と身分保障は、教員の利益にとって不可欠であることはいうまでもなく、教育の利益のためにも不可欠なものであり、たとえ学校組織、または、学校内の編成に変更がある場合でも、あくまでも保護されるべきである。
64項 (1) 教員の仕事を直接評価することが必要な場合には、その評価は客観的でなければならず、また、その評価は当該教員に知らされなければならない。
(2) 教員は、不当と思われる評価がなされた場合に、それに対して異議を申し立てる権利をもたなければならない。
82項　教員の賃金と労働条件は、教員団体と教員の雇用主の間の交渉過程を通じて決定されなければならない。
84項　雇用条件等から生じる教員と雇用主の間の争議の解決に当たるため、適切な合同の機構が設置されなければならない。もしこの目的のために設けられた手段と手続が使い尽くされ、あるいは当事者間の交渉が行きづまった場合、教員団体は、他の団体がその正当な利益を保護するため普通もっているような他の手段をとる権利を持たなければならない。
114項　教員の地位に影響する様々な要因のなかでも、給与はとくに重要視しなければならない。なぜなら、今日の世界的状況の中では教員に与えられる信望または尊敬、彼らの機能の重要性についての評価の程度等の諸要因は、他の対応する専門職の場合と同様、主として教員のおかれている経済的状態にかかっているからである。 

116項　教員は、教員団体との合意によって定められた給与表にもとづいて給与を支払われなければならない。いかなる場合にも、有資格の教員には、その試用期間中あるいは臨時採用中に、正式に雇用された教員を対象として規定されたものより低い給与表によって給与を支払ってはならない。

124項　給与決定を目的としたいかなる勤務評定制度も、関係教員団体との事前協議およびその承認なしに採用し、あるいは適用されてはならない。
Ⅳ　懲戒処分 に関わる「評価基準」等の 不当性
違憲違法な「日の君」強制は、権力の横暴による明かな専断的行為であり、教員はこうした行為からから十分に保護されなくてはなりません。
また、「日の君」強制に従わない場合に科せられる「懲戒処分」の内容は、他の事例での処分に比べ公平性を欠く苛酷なものであり、その懲戒基準は明確に規定されていません。

更に、教員は、こうした懲戒問題を扱う機関の設置に当たっての協議にあずかっていないだけでなく、明確な第三者による異議申立機関も存在せず、公平な保護は保障されません。
（「懲戒処分」を発令する都教委と同レベルの「人事委員会」への異議申し立てでは、公平な審理が期待できません）
「教員の地位勧告」
46項　教員は、その専門職としての身分またはキャリアに影響する専断的行為から十分に保護されなければならない。
47項　専門職としての行為規定を犯した教員に適用される懲戒基準は明確に規定されなければならない。懲戒手続き、およびすべての決定された措置は、授業活動の禁止が含まれているか、あるいは生徒の保護又は福祉がそれを必要とする場合を除いて、その教員がそれを要求するときにのみ公表されなければならない。
48項　懲戒を提案し、ないしは適用する資格を有する当局ないし機関は、明確に指定されなければならない。
49項　教員団体は、懲戒問題を扱う機関の設置に当たって、協議にあずからなければならない。
50項　すべての教員は、一切の懲戒手続の各段階で公平な保護を受けなければならない。とくに、
（a）懲戒の提起およびその理由を文書により通知される権利 
（b）問題の証拠を十分に入手する権利 
（c）教員が弁護準備に十分な時間を与えられ、自らを弁護し、または自己の選択する代理人によって弁護を受ける権利
（d）決定およびその理由を書面により通知される権利 
（e）明確に指定された権限ある当局ないし機関に異議を申し立てる権利 
【その他・参考】
145項　教員の社会的・経済的地位、生活条件および労働条件、雇用条件ならびにキャリアの見通しを改善することが、有能かつ経験をつんだ教員が不足しているという事態を克服することであり、また、完全な資格をもつ人びとを十分な数だけ教職にひきつけ、ひきとめる最良の手段であることを当局は、認識しなければならない。
以　上
※ 「教員の地位勧告」等、国際条約や勧告は、単なる「お題目」ではなく具体的ガイドラインです。これを遵守し国内法の整備を進めることは批准国の義務であり「国際公約」です。日本国憲法にも「国際社会において名誉ある地位を占めたい」（前文）、「国際法規はこれを誠実に遵守する」（98条）と規定されています。
日本の政治、社会、教育、福祉など、国内法の未整備や保守的な秩序などで壁の厚い遅れた意識や制度や基準について、国際法規を足がかりにして改善させていく方策も有効ではないでしょうか。
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